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平成２７年度当初予算案における主要な施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 部 局 名   

危 機 管 理 防 災 部  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

新規事業及び重要事業総括表 

 

 

Ⅰ 総 額 

 

 【一般会計】 

    区分     平成２７年度     平成２６年度   伸び率 

予算総額 ６,５９１,０６６千円 ５,４７１,３５２千円 ２０.５％ 

   一般会計構成比         ０.４%    ０.３% － 

 

 

  【災害救助事業特別会計】 

予算総額 ４１０,４６６千円 ３７３,８３２千円 ９.８％ 

 

 

 

 

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                     （単位 千円） 

 

 １ 大規模災害への備え 

Ｐ １ 一部新規  減災に向けた自助と共助の推進事業【危機管理課】       ２３,７５６ 

Ｐ ２       災害オペレーション支援システム整備事業【消防防災課】  ２３３,１２６ 

Ｐ ３   新規   災害時の広域支援の拠点づくり事業【消防防災課】     １,９５９ 

Ｐ ４ 一部新規 衛星系防災行政無線等の再整備【消防防災課】   １,４９４,８４２ 

 

 

２ 日本一の共助県づくり 

Ｐ １ 一部新規  減災に向けた自助と共助の推進事業【危機管理課】         ２３,７５６（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－総括１－ 



 

一部新規  

 
減災に向けた自助と共助の推進事業  

 

                 担当 危機管理課 震災予防・復興支援担当 

                 内線 ８１４１     

 

１  目的  

首都直下地震の発生が懸念される中、県民の自助の取組を促進するとともに、

自主防災組織の共助の取組を強化し、災害時の被害の軽減を図る。 

 

２  事業内容  

（１）自助のモデル市町村事業           ６，５１６千円(a） 

      首都直下地震で震度６強の揺れが想定される市で３つの取組を促進する。 

ア モデル市 草加市、三郷市 

イ 内   容  県市が自主防災組織、小学校と連携し①家具の固定、②災

害用伝言ｻｰﾋﾞｽの体験、③３日分以上の水・食料備蓄を促進 

 

（２）共助の担い手育成事業            ５，３８２千円(b） 

       自主防災組織の核となるリーダーを平成２８年度までに１万人養成する。 

   ア  リーダー養成計画  

   年  度  Ｈ２６  Ｈ２７  Ｈ２８  

県養成講座で養成  １，５００人  ２，０００人  １，５００人  

市町村主体で養成※    ６００人  ２，０００人  ２，４００人  

     ※市町村主体で養成：リーダー養成指導員を市町村に派遣し養成講座 

   イ 講座内容  講義、救護訓練、災害図上訓練（ＤＩＧ)等の講座 

 

（３）【新規】イツモ防災 (自助の取組強化 )事業  １１，８５８千円(c） 

       自助の取組を促すための専門的な情報を具体的に分かりやすい形にして
市町村等へ提供するとともに、人材育成を行う。    

 
 
 
 
 
 

   ア アピール力の高いキャッチコピー、デザイ 

 ンを用いたポスターなど啓発物の作成 

   イ 市町村職員等が市民向け講座で使用できる 

    教材資料等の作成、提供 

   ウ 市町村職員等にイツモ防災講座の講師とな 

     るための研修を実施 

 

３  平成２７年度予算額      ２３，７５６千円（ (a)+(b)+(c)） 

 
 
 

－１－ 

【イツモ防災】とは 

 日本で暮らすということは地震とともに生きていくと

いうこと。地震への備えを「特別なこと(モシモ)」として

ではなく、「イツモ」の生活の中で自然体で当たり前のこ

ととして取り組む。この発想を県として広めていく。 

ポスターのイメージ 



 

 

災害オペレーション支援システム整備事業  

 

担当 消防防災課災害対策担当 

内線 ８１８１        

 

１ 目的 

  大規模災害時のオペレーション支援機能を強化し、災害対応力を高めるため、

災害関連情報の一元管理と情報の可視化を図るシステムを整備する。 

 

２ 事業内容  

ア 市町村や消防、警察、ライフライン事業者など様々な防災関係機関とシステ

ムを通じて情報を共有する。 

イ 県民、住家、公共土木施設、ライフラインなどの被害情報のほか、対応状況

や避難情報などを地図上に表示し可視化する。 

ウ 様々な媒体を通じ、県民に対し災害関連情報を提供する。 

エ 平成２７年度末までに運用開始予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 システムを通じた災害対応のイメージ 

 

３ 平成２７年度予算額   ２３３，１２６千円 

 

 

 

－２－ 



新 規 

 

災害時の広域支援の拠点づくり事業  

 

担当 消防防災課災害対策担当 

内線 ８１８１        

 

１ 目的 

  首都圏が同時被災した場合、本県には広域的な支援の「つなぎ役」としての機

能が求められている。このため、救援物資の集積拠点、警察・消防・自衛隊など

部隊の活動拠点の機能を更に強化する。 

 

２ 事業内容 

（１）広域支援拠点のすぐ使える化 

 広域支援拠点となる民間用地（企業所有地、大学グラウンド等）について、

災害発生時に速やかに機能を発揮できるよう、高速道路インターチェンジ等

からのアクセス、搬入・搬出動線、埋設物などの状況について調査する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 広域支援拠点の活用イメージ 

 

 

（２）団地まるごと支援拠点化  

卸売団地と県が災害時応援協定を締結、「災害時応援団地」として認定し、

災害発生時に物資の提供を受けるとともに支援物資の一時保管場所として活

用する。 

 

３ 平成２７年度予算額   １，９５９千円 

 

 

 
 

－３－ 
 

民間用地（事業予定地、グラウンド、駐車場等） 

県内・首都圏の被災地 

全国からの応援部隊 

（警察、消防、自衛隊） 

集結 

進出 

部隊の活動拠点 
救援物資の集積拠点 



一部新規  

 

衛星系防災行政無線等の再整備  

 

  担当 消防防災課防災情報無線担当 

  内線 ３１７７ 

 

１ 目的 

  大規模災害時等における情報収集・伝達手段の確保を目的に整備、運用してい

る衛星系防災行政無線システムが老朽化しているため、前年度に引き続き再整備

を進める。また、新たに地上系防災行政無線についても再整備に向けた基本設計

を行う。 

 

２ 事業内容 

（１）衛星系防災行政無線 

平成２６年度 工事（県庁、県地域機関及び防災関係機関） 

平成２７年度 工事（市町及び防災関係機関） 

平成２８年度 工事（市町村及び防災関係機関） 

 

     衛星系防災行政無線概念図 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

    
         県庁                    県地域機関・市町村・防災関係機関 

 

（２） 地上系防災行政無線 

平成２７年度 基本設計 

平成２８年度 実施設計 

平成２９～３２年度 工事 

 

３ 平成２７年度予算額   １，４９４，８４２千円 

  

 

－４－ 

名称：スーパーバードＢ２（民間通信衛星） 

システム運用者：自治体衛星通信機構 


